
法的分離への円滑な移行と
さらなる成長を目指した組織見直しの概要

２０１７年１２月２２日

北海道電力株式会社
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■組織見直しの目的・背景

3

２０２０年４月における送配電部門の法的分離や、エネルギー市場におけるさらなる成
長に向けて、２０１８年４月１日付で組織の見直しを行います。

法的分離を見据えた
送配電カンパニーの設置

経営環境が変化する中においても、当社がこれまで脈々と受け継いできた技術力
と使命感をもって、責任あるエネルギー供給の担い手としての役割を全うし、地域
の持続的発展に尽くしてまいります。

２０２０年４月における
「送配電部門の法的分離」

エネルギー市場の環境変化

さらなる成長に向けた
発電、販売、管理・間接部門の

見直し

組織見直し（２０１８年４月）



■組織見直しの概要
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２０２０年４月の法的分離に向けて、総合力の発揮と効率性を重視し、発電・販売事業を配
置する「事業持株会社」および「送配電会社」の２社体制をベースに検討を進めています。
今回の組織見直しでは、「送配電会社」への移行を見据えた「送配電カンパニー」と、将来
の「事業持株会社」を想定した「発電、販売、管理・間接部門」に再編します。
業務運営を通じて、円滑な組織体制の移行に向けた評価・検証を行うとともに、送配電事業
の透明性・中立性の一層の向上を図ります。今後も、経営環境の変化をとらえ、会社経営基
盤の強化を図るため、さらなる効率化や集中化などについて検討を深めてまいります。

現在の組織 ２０１８年４月の組織

流通本部など
（配電・送変電・通信部門）

お客さま本部
（営業部門）

企画本部・ビジネスサポート本部など
（管理・間接部門）

送配電カンパニー
（配電、送変電、通信、管理・間接部門など）

発電本部
（発電部門）

発電、販売、管理・間接部門

販売部門送配電部門発電部門

発電所 送電線 変電所 配電線 お客さま

【電気の流れ】



送配電カンパニー

本店組織

現業機関

■法的分離を見据えた送配電カンパニーの設置
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「送配電カンパニー」は、法的分離後の送配電会社を想定した体制とし、カンパニー
社長を配置するとともに、送配電機能に加えて、管理・間接などの必要な機能を有す
る組織とします。
全道各地に「支店」や「ネットワークセンター」などを「送配電カンパニー」の現業
機関として配置します。

支店

ネットワークセンター 地中センター 基幹系工事センター

流通企画部
（企画機能）

工務部・配電部・通信ネットワーク室
（送配電機能）

業務部
（ネットワーク営業）

流通総務部・流通内部監査室
（管理・間接機能）

社長



■送配電カンパニーの現業機関の体制
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現在の現業機関（計６８箇所）

お
客
さ
ま
本
部

流
通
本
部

発電、販売、管理・間接部門
（本店を含む）

統括電力センター
電力センター

基幹系工事センター
（計２１箇所）

支店
支社
営業所

（計４７箇所）

配電業務

※１ 集中化メリットのある業務
※２ 停電時のお問い合わせへの対応や電気供給工事のお申し込み受付など

現在の電力センター、支店・支社・営業所が担う業務のうち、販売業務と一部の間接
業務※１を除く全ての業務を「送配電カンパニー」の現業機関に移行します。
これらの機関を通じて、これまでと変わることなく、地域の皆さまに安心して電気を
お使いいただけるよう、電力の安定供給確保の責任を果たしてまいります。
また、地域の窓口として、様々な地域のニーズにお応えしてまいります。

送配電カンパニーの現業機関（計５１箇所）

支店
（１０箇所）

ネットワークセンター
（３９箇所）

地中センター
（１箇所）

基幹系工事センター
（１箇所）

営業業務※２

（販売除く）

販売業務

間接業務



■さらなる成長に向けた発電、販売、管理・間接部門の組織見直し
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将来「事業持株会社」への移行を想定する「発電、販売、管理・間接部門」においては、
発電・販売部門が一体となった事業戦略の展開により、収益向上を目指してまいります。

○販売活動に関する具体施策の企画・立案を担う「販売推進部」、販売活
動の地域拠点としての「支社」を設置するとともに、法人のお客さまへの電
化提案や省エネ診断等を行う「電化ソリューションセンター」等の専門組織
を設置し、販売活動を強力に展開

○グループ会社の経営管理機能を経営企画室に集約し、グループ全体で
の経営基盤強化を推進

○販売戦略・電源計画・需給計画の策定と、需給運用・取引を行い、発電・
販売が一体となった事業戦略を展開

グループ経営・
戦略機能の強化

経営企画室の設置

○収益源の多様化と収益の拡大を図るため、エネルギー全般に係る事業領
域拡大を一貫して推進

事業領域拡大に向けた
取り組みの強化

総合エネルギー事業部の設置

販売力の強化 販売推進部の設置と現業機関の再編

○人事労務、総務、経理業務等のうち大量定型業務を中心に現業機関か
ら本店へ集約し効率性を追求

間接部門等の集中化効率化の推進



■発電、販売、管理・間接部門の組織見直しのイメージ（一部抜粋）
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経営層

企画本部 お客さま本部

企画部 営業部

事業戦略室

電源計画 販売戦略・需給計画など

水
力
セ
ン
タ
ー

支店・支社・営業所
（計４７箇所）

間接部門

ＢＳ本部

営
業

配
電

販
売

間
接

経営層

経営企画室 販売推進部 原子力事業
統括部

グループ
会社

発電・販売一体と
なった事業戦略

発
電
所

泊
発
電
所

水
力
セ
ン
タ
ー

支社
電化ソリューションセンター

カスタマーセンター
（計１０箇所）

間接部門総合エネルギー
事業部

連携

泊
発
電
所

発電本部

火力部 水力部 原子力部

発
電
所

火力部 水力部

本
店

現
業
機
関

本
店

現
業
機
関

集中化メリットのある業務は
「本店」へ

その他は
「送配電カンパニー」へ

「送配電
カンパニー」へ



今別

・ネットワークセンター〔39箇所〕･････････

札幌東

幌延

札幌西

稚内

浜頓別

羽幌

天塩

名寄

紋別

遠軽 網走
斜里

中標津
弟子屈

釧路

足寄

池田

帯広

新得

大樹

浦河
静内

富川

日高

苫小牧

栗山

岩見沢

滝川

留萌 旭川
深川

小樽余市

岩内

札幌北

倶知安
寿都

札幌南 千歳

室蘭
八雲

江差 函館

福島

北見

富良野 根室

今別

（凡例）
・支店〔10箇所〕･････････････････････････

・地中センター（1箇所）

■送配電カンパニー所属〔51箇所〕

・支社（8箇所）･･････････････････････････
・カスタマーセンター（1箇所）
・電化ソリューションセンター（1箇所）

■販売推進部所属〔10箇所〕

札幌

（送配電カンパニー所属）
・支店
・基幹系工事センター
・地中センター

（販売推進部所属）
・支社
・カスタマーセンター
・電化ソリューションセンター

■２０１８年４月の現業機関所在地（発電部門を除く）
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現業機関計：６１箇所
（現在：６８箇所）

・基幹系工事センター〔1箇所〕



○原子力部門における内部監査機能の強化を図ります
（送配電カンパニーには、流通内部監査室を設置）

送配電カンパニー内

考査担当

■原子力部門の組織見直し
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新規制基準の審査対応はもとより、泊発電所のさらなる安全性向上に向けた取り組み
の強化を図るため、原子力に係る業務を一元的に集約化した「原子力事業統括部」を
設置します。
原子力部門の組織見直しにあわせて、内部監査機能の強化を図るため、「原子力監査
室」を設置します。
組織の見直しについては、１２月８日に保安規定※変更認可申請を行っており、現在、
原子力規制委員会による審査を受けているところです。

（２０１７年１２月８日 お知らせ済み）
本件は、他の組織見直しと同様、２０１８年４月１日を予定していることから、あわせてお知らせするものです。

○土木・建築分野を含め、原子力関係業務を一元的
な体制で行います

原子力事業統括部の設置 原子力監査室の設置

原子力部

土木部

原子力事業統括部

土木部

原子力監査室

流通内部監査室

内部監査室

※「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき、泊発電所原子炉施設の運転に関し、保安のために遵守
すべき事項を事業者自らが定め、原子力規制委員会が認可したもの。

原子力関係業務

その他業務

原子力関係業務

送配電関係業務

その他業務



【参考】 ２０１８年４月の組織体制図
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※網掛け箇所：新設、名称変更等を行った組織
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